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市民周知用冊子の作成について 

 

１ 目的 

  市民の皆さんに合併の是非を考えていただくため、新市のまちづくりの方向性や事務

事業調整の結果など小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意協議会の協議

結果を取りまとめた周知用冊子を作成する。 

 

２ 発行日 

  平成２９年８月 

 

３ 発行部数・ページ数 

  １００，０００部 Ａ４縦長 ５０ページ程度 

 

４ 配布方法 

  ・９月に両市の自治会経由で配布。小田原市は広報小田原９月号、南足柄市は広報み

なみあしがら９月１日号と同時に配布 

  ・両市の支所・連絡所、公共施設及び金融機関等で配架予定 

 

５ 構成（案） 

はじめに 

行財政基盤の強化策としての合併 

    ・なぜ合併について協議をしたの？ 

    ・合併は本当に有効なの？ 

    ・合併すると市の姿はどうなるの？ 

    ・合併すると私たちの生活はどう変わるの？ 

    ・合併後のまちづくりはどうなるの？ 

    ・合併って不安だけど大丈夫？ 

   権能強化策としての中核市制度の活用 

        ・中核市ってなに？ 

        ・中核市になるとどうなるの？ 

        ・中核市に移行するのはいつ頃？ 

        ・市の財政に影響はあるの？ 

   中心市と周辺自治体との新たな広域連携体制 

        ・広域連携ってなに？ 

        ・これからの広域連携はどうなるの？ 

今後の手続きとスケジュール 

協議結果の詳細 

    ・合併後の市の基本方針 

    ・合併後の市の重点施策 

    ・南足柄市域のまちづくり 

    ・事務事業調整の結果 

    ・一般的な合併の効果及び課題とその解決策 

（協議第３９号 市民周知用冊子（案）について）  別紙 
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６ 掲載予定の事務事業調整の結果 

 （１）子育て・教育分野（１０事業） 

    ・保育園保育料 

    ・子育て支援サービス事業（子育て支援センター・子育てひろば） 

    ・小児医療費助成事業 

・ひとり親家庭に対する支援事業（ひとり親家庭等医療費助成、母子家庭等自立

支援教育訓練給付事業、母子及び父子家庭生活資金貸付事業） 

・私立幼稚園就園費補助事業 

・就学援助事業 

    ・放課後児童クラブ・学童保育運営事業 

    ・教育相談等充実事業（教育相談員等の配置、生徒指導員の配置、教育相談指導

学級の配置、校内支援員の配置） 

・教育スタッフ配置事業（スタディサポートスタッフの配置、少人数スタッフの

配置、外国人英語指導助手の配置、個別指導員・ステップアップサポーターの

配置） 

    ・高等学校奨学金給付事業 

 （２）福祉・医療分野（１１事業） 

    ・国民健康保険料・国民健康保険税 

    ・介護保険料 

    ・高齢者生活支援事業（緊急通報システム・配食サービス） 

    ・高齢者の生きがいづくり事業（敬老祝金等贈呈事業、はり・きゅう・マッサー

ジ施術費助成事業） 

・障がい児者手当支給事業（心身障害児福祉手当、重度障害者等福祉年金補助金） 

    ・重度障がい者医療費助成事業 

    ・障がい者移動支援事業（障害者福祉タクシー助成事業、重度障害者自動車燃料

費助成事業、障害者施設等通所者交通費助成事業） 

    ・各種がん検診等事業 

・特定不妊治療費助成事業 

    ・乳幼児健診事業 

    ・市立病院各種利用料 

 （３）暮らし・防災・防犯分野（６事業） 

・防災情報伝達事業（防災行政無線、戸別受信機、その他の防災情報伝達手段） 

    ・自主防災組織育成事業 

    ・木造住宅耐震化推進事業（耐震診断費の補助、耐震改修費の補助） 

    ・防犯灯管理事業 

    ・市民相談事業 

    ・消防団 

 （４）自然環境分野（５事業） 

    ・ごみ処理手数料等 

    ・ごみの分別・収集事業 

    ・ごみの減量化事業（指定ごみ袋販売、ごみ資源化事業、古紙リサイクル事業） 

    ・し尿収集事業 

    ・斎場・霊園運営事業 
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（５）歴史・文化分野（４事業） 

    ・都市間交流事業 

    ・生涯学習施設運営事業（図書館、博物館等、生涯学習拠点施設、スポーツ施設） 

    ・スポーツイベント開催事業 

    ・学校施設開放事業 

（６）地域経済分野（４事業） 

    ・中小企業支援事業（中小企業融資、信用保証料補助、退職金共済制度加入補助） 

・就職・勤労者支援事業（就職情報提供、就職面接会、勤労者生活資金貸付） 

    ・観光振興イベント補助事業 

    ・農業振興補助事業 

 （７）都市基盤分野（５事業） 

    ・水道料金 

    ・水道サービスセンター 

    ・水質管理事業（水質検査、クリプトスポリジウム等対策） 

    ・下水道使用料 

    ・水洗化工事助成事業（水洗化工事費補助、水洗化改造資金貸付） 

 （８）市民自治・地域経営分野（５事業） 

    ・戸籍・住民票関係証明手数料 

    ・広報紙発行事業 

    ・自治会活動助成事業（地区行政事務委託、広報紙配布委託、自治会組織活動交

付金） 

    ・地方税 

    ・町名・字名 

（９）合併後の行政体制（１０事業） 

   ・慣行 

・事務組織・機構（支所等含む） 

   ・特別職職員（市議会議員）の身分 

   ・特別職職員（農業委員会委員等）の身分 

   ・その他の特別職職員の身分 

    ・一般職の職員の身分 

    ・財産 

    ・条例・規則 

・一部事務組合等 

・公共的団体等 


